
【資料２－２】

【千葉市環境影響評価等技術指針の改定事項一覧表】

千葉市技術指針の該当箇所 千葉市技術指針の改定後の表現 改定事項の解説 改定に係る具体例等

第１章　総論
第２　環境影響評価等に関す
る基本的事項
３　環境影響評価等の実施に
当たっての基本方針

情報公開やまた図書の記述においては論理的か
つわかりやすいものとすることに努めること。

表現の修正

第２章　環境影響評価等の手
順
第１　事業計画概要書作成に
係る手順（事前配慮）
１　概要調査の実施
柱書き

概況調査は、事前配慮及び環境影響評価の項目
の選定並びに調査、予測及び評価の手法の選定
を行うにあたり必要とする対象事業実施地域及
びその周辺地域の概況と基礎的な環境特性を把
握することにより行う。この場合において、過
去の状況の推移及び将来の状況も把握する。

地域特性については、時間的に変化するもので
あることに留意する必要があることを規定した
ものである。この変化を適切に把握することな
しには、環境影響を適切に把握することは困難
である。

例えば、事業実施区域及びその周辺地域におけ
る過去の土地利用状況（住宅地の開発状況等）
を十分に把握・理解した上でなければ、大気汚
染や騒音による影響をうける地域・主体を把握
できず、結局適切な調査、予測等を行うことが
できなくなってしまう。同様に、土地利用状況
について将来的な状況を把握・理解していなく
てはならないことも理解できるはずである。
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項目、手法の選定に当たって把握す
べき情報のうち、地域特性に関する
情報の把握に当たっては、過去の状
況の推移及び将来の状況の把握も含
むこと。

第２章　環境影響評価等の手
順
第1　事業計画概要書作成に
係る手順（事前配慮）
１　概況調査の実施
（２）概況調査の実施方法

概況調査は、主に既存資料の収集・解析により
実施するものとするが、必要に応じて概略の概
括的な現地踏査及び市、県、専門家その他の当
該情報に関する知見を有する者からの聞き取り
調査を実施する。

表現の修正

第２章　環境影響評価等の手
順
第１  事業計画概要書作成に
係る手順（事前配慮）
２　事前配慮の実施
（２）事前配慮の実施方法

ア　対象事業計画を考慮し、概況調査結果並び
に及び千葉市環境基本計画第６章行政区別等の
環境配慮指針の第１節行政区別の重点課題と配
慮の方向より、当該事業において配慮すべき事
項を抽出し、今後の事業計画の検討及び環境影
響評価における展開の方向性を検討する。
イ　対象事業実施計画及び概況調査結果を勘案
し、千葉市環境基本計画第６章行政区別等の環
境配慮指針の第２節主要開発事業別配慮事項に
掲げる配慮事項について検討し、以下の事項に
区分を行うする。

表現の修正

対象行為事業に係る全ての行為のうち、環境へ
の影響が想定される行為（以下「環境影響要
因」という。）を抽出する。

表現の修正

第２章　環境影響評価等の手
順
第２　方法書作成に係る手順
１　環境影響評価項目の選定
（１）環境影響要因の抽出
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環境影響評価の対象とする行為の範囲は、当該
事業に係る工事、工事が完了した後の土地及び
工作物（以下「土地等」という。）の存在、土
地等の供用に伴い行われる事業活動その他の人
の活動、対象事業の一部として、当該対象事業
が実施されるべき区域にある工作物の撤去若しく
は廃棄、又は対象事業の実施後、当該対象事業
の目的に含まれる工作物の撤去若しくは廃棄が
予定されている場合の当該撤去若しくは廃棄とす
る。

基本的事項　改正のポイント

昨今事例が見受けられる、①工場跡地における
（工場の施設を撤去した上で）事業が立地する
場合、②事業実施後に長期間経過したこと等に
より工作物を撤去する場合、に発生する廃棄物
による環境影響を把握する必要を明確にした。

例えば、事業の実施に当たっての工作物の撤
去・廃棄が事業実施に不可欠であり、そのため
に行われるものである場合には、当該撤去等に
よる環境影響を把握する必要があるとともに、
事業の実施後（供用開始後）長期間を経た後に
工作物を撤去することが事業の目的の一部をな
すものである場合（例えば、試験研究プラント
であることにより特定の期間の後、撤去される
ことが予め想定されている場合、等）も当該撤
去等による環境影響を把握する必要がある。

項目の選定に当たっては、対象事業
が実施されるべき区域にある工作物
の撤去又は廃棄が行われる場合、撤
去又は廃棄に係る要因が整理される
こと。
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第２章　環境影響評価等の手
順
第２　方法書作成に係る手順
１　環境影響評価項目の選定
（２）環境影響要素の抽出

環境影響評価の対象とする要素の範囲はを抽出
するに当たっては、千葉市環境基本条例の趣旨
にのっとり、表２に掲げるところを参考とす
る。なお、表２はすべての事業に共通するもの
として策定したものであり、当該事業の特性、
概況調査結果から見た地域の特性に応じてを踏
まえて環境影響要素の細区分の追加、削除を行
う。

従来まで、環境影響要素の抽出に当たっては、
個別の事業特性や地域特性を踏まえる前にまず
それらを選定するところから検討が始まること
とされていたが、今後は、それが本当に参考と
なるかどうかの検討がまず必要となる。
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参考項目・参考手法を勘案して項
目・手法を選定するに当たっては、
一般的事業内容と個別事業の内容の
相違を把握することを、指針に定め
る。

イ　選定した影響評価項目ごとの選定理由及び
重点化又は簡略化の理由並びに影響評価の観
点、選定しなかった環境要素について選定しな
かった理由をとりまとめた表

まず何よりも影響要因の内容を整理し、その上
で事業特性及び地域特性さらには方法書手続き
を通じて得られた情報を十分に踏まえ項目の選
定がなされる必要がある旨を入念的に規定し
た。（あえて選定しなかった理由を入れる必要
はない。）
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項目の選定に当たっては、参考項目
を勘案しつつ、影響要因によって影
響を受けるおそれのある環境要素を
明らかにすること。

ウ　影響要因が相互のに関連し合うなど、必要
な場合は、環境影響要因から環境評価項目への
環境影響の発生過程がわかる関係図

表現の修正

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
２　調査の実施
柱書

対象事業を実施しようとする地域の環境の現状
状況について、予測及び評価を行うに当たって
必要な情報を得ることを目的とし、調査を実施
する。

「現状」という用語では現時点の状況のみを把
握することで十分（または、それ以上把握する
必要はない）というニュアンスが強いことから
「状況」に改定する。

大気汚染物質（例えば、二酸化窒素（NO2)）に

ついて、過去の濃度の推移や環境基準の達成状
況を把握するとともに、将来的なトレンドが何
らか把握できるような場合にはそれも把握する
ことを指す。
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調査は、環境要素の「現状」のみで
なく、過去や将来も含めた「状況」
について実施すること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
２　調査の実施
（１）調査内容及び調査方法

調査は影響評価項目の特性、事業特性及び地域
特性を勘案し、予測及び評価において必要とさ
れる精度が確保されるよう、適切な調査内容及
び具体的な調査又は測定の方法を選定する。こ
の場合において、事業特性を勘案するに当たって
は、事業内容の具体化の過程における環境保全
の配慮に係る検討の経緯及びその内容も把握す
る。

事業の内容の内、環境影響に何らかの形で関係
するものを「事業特性」として事業者自らがそ
の詳細を把握することとされており、当然のこ
とながら、環境保全の配慮の内容についてもそ
れに含まれることとなる。その際、環境保全の
配慮については、その内容に至るまでの検討経
緯やそれぞれの段階での内容についても事業特
性として位置づけられる重要なものであること
から、それらの把握の必要性を新たに明確化し
たものである。
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項目、手法の選定に当たって把握す
べき情報のうち、事業特性に関する
情報の把握に当たっては、事業内容
の具体化の過程における環境保全の
配慮に係る検討の経緯及びその内容
の把握も含むこと。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
２　調査の実施
（１）調査内容及び調査方法

調査は影響評価項目の特性、事業特性及び地域
特性を勘案し、予測及び評価において必要とさ
れる精度が確保されるよう、適切な調査内容及
び具体的な調査又は測定の方法を選定する。
なお、地域特性を勘案するに当たっては、当該地
域特性が時間の経過に伴って変化するものであ
ることを踏まえるものとする。

地域特性については、時間的に変化するもので
あることに留意する必要があり、この変化を適
切に把握することなしには、環境影響を適切に
把握することは困難である。

例えば、事業実施区域及びその周辺地域におけ
る過去の土地利用状況（住宅地の開発状況等）
を十分に把握・理解した上でなければ、大気汚
染や騒音による影響をうける地域・主体を把握
できず、結局適切な調査、予測等を行うことが
できなくなってしまう。同様に、土地利用状況
について将来的な状況を把握・理解していなく
てはならないことも理解できるはずである。
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調査手法の選定の際に地域特性を勘
案するに当たっては、当該地域特性
が時間の経過に伴って変化するもの
であることを踏まえること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第２　方法書作成に係る手順
１　環境影響評価項目の選定
（５）項目選定結果の整理
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第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
２　調査の実施
（３）調査期間及び頻度等

この場合において、季節の変動を把握する必要
がある調査対象については、これが適切に把握
できる調査期間を確保するとともに、年間を通じ
た調査については、必要に応じて観測結果の変動
が少ないことが想定される時期に開始する。

通年調査の実施に当たっては、当該調査を開始
する時期として、調査（観測）対象の項目の変
動が一年を通じて最も少ない時期を設定するよ
う留意する必要がある。

例えば、河川流量に大きく影響をうける水質指
標（ＢＯＤ等）について通年調査を実施しよう
とする際には、河川流量が最も安定する渇水期
から開始することが望ましいが、豊水期から開
始した場合は梅雨期間（梅雨入り、梅雨明け）
の変動により、場合によってはピークを二度観
測したり、逆に一度も観測できないといった状
況が生じることとなるため、安定期からの調査
開始の必要性がある。

調査の期間の設定に当たっては、年
間を通じた調査については、必要に
応じて観測結果の変動が少ないこと
が想定される時期に開始されるもの
とすること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
２　調査の実施
（４）調査結果の整理方法

調査結果の出自及びその妥当性を明らかに出来
るできるように、既存資料によるものについて
は当該情報が記載されていた文献名等の出典を
明記する。
また、現地調査結果については、結果の公開によ
り保全上の支障が生じないよう、種及び場所を特
定できない形で整理する等の配慮を行う。

調査結果の整理方法について、出典資料の明示
と、保全上、公開することで支障が生じるおそ
れのある希少種等の取扱いにおける留意事項に
ついて改めて明確にした。

例えば、レッドリストに登載されている希少動
植物の存在が事業地内に確認された場合、その
種及び場所が容易に特定されないよう、準備書
においては、大まかな範囲の表示にとどめるな
どし、詳細については、別の資料として作成す
るなどの配慮が必要である。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
３　予測の実施
（３）予測の対象時期

工事による影響については工事中の影響が最大
となる時期又は工事終了時、存在による影響に
ついては工事終了後一定期間を経過し、存在に
よる影響がほぼ確定した時期、供用による影響
については供用時の活動が定常的な状態に達し
た時期及び供用開始後の影響が最大になる時期
（当該時期が設定されることができる場合に限
る。）を基本として、適切な時期を設定する。

予測の対象となる時期のうち、供用による影響
について、供用後において影響が最大になる時
期を例示として追加した。なお、供用後で最大
になる時期を設定することが難しい場合には従
来一般的に設定されてきた「定常状態」でも構
わない旨を明確にした。

予測の対象となる時期として、供用
後の影響が最大になる時期が設定さ
れること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
３　予測の実施
（３）予測の対象時期

ただし、存在及び供用による影響が上記のよう
な状態に達するまでに長期間を要する場合、供
用による影響の変動が大きい場合又は対象事業
に係る工事が完了する前の土地等について供用
することが予定されている場合等においては、必
要に応じ中間的な時期等適切な時期に補足的に
予測を行う。

予測の時期の設定に当たって、新たに、工事が
完了する前の土地等について供用されることが
予定されている場合には、当該供用（いわゆる
一部供用）による環境影響を的確に把握できる
時期を設定する必要性を明確にした。一部供用
とは、対象事業が全面的に完成し供用を開始す
る以前に部分的にまたは段階的に供用を開始す
ることを指す。

廃棄物最終処分場であれば、処分区画が複数か
ら成り立っていて、完成した区画から順に廃棄
物の埋立の受け入れを開始するような場合であ
り、また、道路事業であれば、計画区間のうち
一部区間の供用開始や、計画されている車線の
一部を供用する暫定２車線（又は４車線）供用
の開始が例として想定される。

予測の対象となる時期として、工事
が完了する前の土地等について供用
すること（一部供用開始）が予定さ
れている場合には、中間的な時期が
設定されること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
３　予測の実施
（４）予測の前提条件の明確
化

予測に当たっては、予測の手法に係る予測地域
等の設定の根拠、予測の手法の特徴及びその適
用範囲、予測の前提となる条件、予測で用いた
原単位及びパラメータ等について、地域の状況
等に照らし、それぞれその内容及び妥当性を、
予測の結果との関係と併せて明らかに出来でき
るように整理する。

予測の結果を示す際には、前提条件と併せて明
らかにするという、常識的な規定ではあるが、
これまでの実績を踏まえると必ずしも明らかに
されていない事例もあったことから入念的に規
定した。

例えば、前提条件として３つの種類ａ、ｂ、ｃ
を設定し、それぞれの前提条件の下で、Ａ、
Ｂ、Ｃという予測結果が導き出された場合、本
来、ａとＡ、ｂとＢ、ｃとＣがペアで示される
べきであるが、中にはこのような対応関係が示
されず、前提条件として３種類想定され、結果
についても３種類あるとの情報のみしか明らか
にされていない場合もあったため、予測結果が
複数ある場合は、それらそれぞれについて、
別々に前提条件が分かりやすく明確にされる必
要がある。

予測の前提条件等の内容及び妥当性
を、予測の結果と併せて明らかにす
ること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
３　予測の実施
（５）将来の環境の状態の設
定のあり方

環境の状態の予測に当たっては、当該対象事業
以外の事業活動等によりもたらされる地域の将
来の環境の状態（将来の環境の状態の推定が困
難な場合等においては、現在の環境の状況とす
る。）を明らかにできるように整理し、これを勘案
して行うものとし、将来の環境の状態は、市及
び県が有する情報を収集して設定するよう努め
る。

従来から、対象事業に起因する環境状況の変化
と対象事業以外によってもたらされる将来の環
境の状況とが区別しにくいという問題があった
が、対象事業が実施されない場合の将来の環境
の状況が明示されるようになることにより、対
象事業による環境影響の程度がよりわかりやす
く示されることとなる。

予測においては、対象事業以外の事
業活動によりもたらされる地域の将
来の状態を明らかにすること。
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第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
３　予測の実施
（６）予測の不確実性の検討

科学的知見の限界、予測条件の不確実性等に伴
う予測の不確実性について、その程度及びそれ
に伴う環境への影響の重大性について整理す
る。この場合において、必要に応じて予測の前提
条件を変化させて得られるそれぞれの予測の結
果のばらつきの程度により、予測の不確実性の程
度を把握する。

予測に当たってさまざまな不確実性を伴うこと
は、科学的知見の限界等の観点からもやむを得
ないことではあるが、予測に当たっての前提条
件の設定の仕方で結果にどの程度の影響が及ぶ
こととなるかを把握することは、予測結果の不
確実性を把握する上では極めて有効な情報であ
るため規定した。

例えば、数理モデルの適用による不確実性や前
提条件の設定の仕方による不確実性等を把握す
る場合に、モデルのパラメータ等を想定される
範囲で複数適用した上で、予測結果がどのよう
に変動するかを計算してみることなどがこれに
当たる。

予測の不確実性の検討において、必
要に応じて予測の前提条件を変化さ
せて得られるそれぞれの予測の結果
のばらつきの程度により、予測の不
確実性の程度を把握すること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
５　評価の実施
（１）評価の考え方

評価は、調査及び予測の結果を踏まえ、事業の
実施により影響評価項目に係る影響が、事業者
により最大限に回避され、又は低減されている
ものであるか否かについての事業者の見解を明
らかにすることにより行う。この場合におい
て、評価に係る根拠及び検討の経緯を明らかにで
きるように整理する。

「評価に係る根拠」とは、事業者が講ずること
とする環境保全措置そのものの水準が適切なも
のであるかどうか、また、事業者として講じう
るベストのものであるかどうか等の観点からの
検証を様々な理由・根拠と併せて明確にする必
要性を示したものであり、「検討の経緯」につ
いては、環境保全措置について途中で採用され
なかったものの内容やその理由、検討の時系列
的な変遷等の情報を明確にすることを指す。

建造物の構造・配置の在り方、環境保全設備、
工事の方法等を含む幅広い環境保全対策を対象
として、複数の案を時系列に沿って又は並行的
に比較検討すること、実行可能なよりよい技術
が取り入れられているか否かについて検討する
こと等による評価の内容、検討の経緯等が明ら
かになるよう記載する。（例えば、鉄道事業や
道路事業においてはその路線位置や構造形式
等。）

評価に当たっては、評価に係る根拠
及び検討の経緯を明らかにできるよ
う整理すること。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
５　評価の実施
（１）評価の考え方

また、評価に関しては、環境基本計画の目標や
環境基準等、国、県又は市によって環境保全の
観点からの基準又は目標が示されている場合
は、当該評価において当該基準又は目標に照ら
すこととする考え方を明らかにできるように整理し
つつ、これらとの整合が図られているか否かに
ついても検討する。

国又は地方公共団体の環境保全施策との整合に
ついては、事業者が個別に法規制の適用を受け
ることから遵守しなくてはならない事項との整
合性という意味ではなく、環境保全を目的とし
た様々な施策等との整合性を確認し、事業者と
しての見解を明らかにすることが求められるも
のである。このため、適用することとする施策
等をどのようなものにするかについては、事業
者の主観による側面もあることから、適用に当
たっての考え方を明確にした上で適用の妥当性
も併せて明らかにすることの必要性を規定し
た。

評価に当たっては、国・地方公共団
体の環境保全施策に示されている基
準又は目標に照らすこととする考え
方を明らかにできるように整理する
こと。

第２章　環境影響評価等の手
順
第３　準備書作成に係る手順
５　評価の実施
（１）評価の考え方

なお、工事の実施に当たって長期間にわたり影響
を受けるおそれのある環境要素であって、当該環
境要素に係る環境基準が定められているものに
ついても、当該環境基準との整合性が図られてい
るか否かについて検討する。

従来の評価においては一般に、環境基準との整
合性を検討する場合、工事中の環境影響が対象
にされることがほとんどなかったが、一方で、
環境基準は、人の健康の保護や生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準として
定められているものであることから、たとえ工
事に由来する環境影響であっても、その影響が
長期間にわたるのであれば、環境基準とも整合
性が図られているか否かについて検討される必
要がある。

例えば、建設工事による騒音の影響について
は、従来、騒音規制法に基づく規制基準との整
合性が図られているか否かが検討されてきた
が、この規制基準は工事の場所の敷地境界にお
いて遵守されるべき許容限度であり、人の生活
環境を保全する上で望ましい基準という考え方
から設定されているものではない。このため、
規制基準との整合性を検討するだけでは不十分
であり、環境基準との整合性が図られているか
否かの検討が求められる。

工事の実施に当たって長期間にわた
り影響を受けるおそれがあり、環境
基準が定められている環境要素につ
いて、当該環境基準との整合性が図
られているか否か検討すること。
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環境保全措置について、その検討経緯が明らか
にされることで、事業者として真剣に環境保全
措置の検討に取り組んできたことが的確に情報
提供されることとなり、事業への理解の促進に
もつながることとなる。特に、環境保全措置の
検討に当たって、より早い段階からより幅広い
措置を対象として検討し、様々な検討を積み重
ね、特定の措置に絞り込まれたことを説明する
ことは極めて重要なことであり、時系列に沿っ
て「段階的に」措置の内容が変化していること
とその理由や背景が説明されることがより適切
な情報提供になるものと考えられる。

例えば、方法書前段階ではＡ、Ｂ、Ｃの３種類
の環境保全措置が検討されたが、効果の大きさ
を再精査し「方法書前段階で」Ａ、Ｂの２種類
の環境保全措置に絞り込むこととし、さらに、
環境保全措置のメンテナンス性の観点を考慮し
「準備書前の段階（調査、予測等の実施後）
で」最終的にＡ環境保全措置に絞り込むことと
した、といった説明が想定される。

環境保全措置を検討する場合におい
て、当該検討が段階的に行われてい
る場合には、これらの検討を行った
段階ごとに環境保全措置の具体的な
内容を明らかにできるよう整理する
こと。

代償措置は、概念上、環境保全措置の一つに分
類されるものであるが、その内容の検討に当
たっては、他の環境保全措置と比較してより慎
重な検討が必要であるとの主旨に鑑み、措置の
内容の妥当性をより詳細に明らかにすることを
規定した。

代償措置として、移植や動植物の生息・生育地
の造成を行う場合には、既存事例、関係する調
査・研究結果、造成地・移植先の現在の状況・
面積等を可能な限り具体的に示し、その代償措
置の効果及び実施可能と判断した根拠を明らか
にする。

代償措置を講じようとする場合に
は、代償措置の効果及び実施が可能
と判断した根拠を可能な限り具体的
に明らかにすること。

第５章　環境影響評価関連図
書の作成方法
第２　環境影響評価関連図書
の記載事項
２　方法書
（５）対象事業に係る環境影
響評価の項目並びに調査、予
測及び評価の手法
ア　影響評価項目の選定結果
イ　影響評価項目ごとの調
査、予測及び評価の手法

ア　また、影響評価項目について選定及び重点
化等の区分の理由、選定しなかった項目につい
てその理由を記載する。
イ　影響評価項目ごとに調査手法、予測手法及
び評価手法を記載する。その際、選定の理由及
び重点化等の区分をどのように手法に反映させ
たかについても併せて記載する。

項目及び手法についてその選定理由を明らかに
することとしたものである。これにより、項目
や手法が強い縛りを有するものではなく、あく
までもそれらを参考にして事業者自らが十分に
検討した上で、事業特性と地域特性に相応しい
適切な項目及び手法を選定することが促され
る。

項目、手法の選定に当たって、選定
の理由を明らかにすること。

第５章　環境影響評価関連図
書の作成方法
第２　環境影響評価関連図書
の記載事項
２　方法書
（５）対象事業に係る環境影
響評価の項目並びに調査、予
測及び評価の手法

ウ　専門家等の助言
項目、手法の選定に当たって、専門家等の助言を
受けた場合は、助言内容及びその専門家等の専
門分野を記載する。

助言内容を方法書や準備書等において明らかに
することの必要性及び専門家等の専門分野も明
らかにすることを追加した。

動植物に係る環境影響評価で、知見が少ない、
又は同定が困難である等の特殊な分類群を対象
とする場合は、当該分類群の専門家に、調査を
依頼するか調査方法などについて事前にヒアリ
ングを行い、調査精度を高める。

項目、手法の選定に当たって、専門
家等の助言を受けた場合は、助言内
容及びその専門家等の専門分野を明
らかにすること。

第６章　補則
１　この技術指針は、今後の事例の集積や科学
的知見の進展等により、必要に応じ適宜改訂改
定を行うものとする。

基本的事項の記載に合わせて変更
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環境保全措置の検討に当たっては、環境保全措
置についての複数案の比較検討、実行可能な範
囲内において最大限に影響の回避又は低減が図
られているか否かの検討等を通じて、講じようとす
る環境保全措置の妥当性を検証する。この場合に
おいて、当該検討が段階的に行われている場合
には、これらの検討を行った段階ごとに環境保全
措置の具体的な内容を明らかにできるように整理
する。
その際、保全措置の内容、実施時期、実施期
間、事業主体等の実施の方法を極力具体的に示
すとともに、保全措置の効果（保全措置にもか
かわらず存在する環境影響の程度を含む。）及
び不確実性の程度、保全措置の実施に伴い生じ
るおそれのある環境影響等を一覧できるよう整
理する。
代償のための措置を講じようとする場合には、
影響の回避、低減のための措置を講じることが
困難であることを明確にするとともに、損なわ
れる環境要素と代償される環境要素について、
十分な調査を実施し、措置の内容を慎重に検討
し、代償措置の効果及び実施が可能と判断した根
拠を可能な限り具体的に明らかにできるようにす
る。

第４章　環境保全措置
第３　環境保全措置の検討等
における留意点
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